
育 児 休 業 手 当 金 請 求 書

( 平成22年3月31日以前に育児休業を開始した者の休業中支給分請求書兼用 ）1

給付種別

5

区分

1

申 出
区 分

延 長
要 件

　（子が１歳に達した日後においての育児休業を必要とする場合）
　１ 規則第２条の５の３第１号育児休業開始時請求１

1

4

所 属 所 名

所 在 地

組合員氏名

区 分 要 件
　１ 規則第２条の５の３第１号

　　２　規則第２条の５の３第２号
育児休業開始時請求
育 児 休 業 期 間 変 更

１ 男
２ 女

生
ま
れ

経費
区分

１ 県　　  費
２ 市町村費

性
別

生年月日

１
２

３ 昭和
４ 平成

公立
岡山

組合員証
記号番号

円給 料 月 額

1

年 月 日

22
※

4

6 13

14 15 16

か

ら

教 職 調 整 額

小中 教一 教二

所 　在　 地

級 号給 円

円

行政 医二 現業 市町村費等

給 料 月 額

給

料

請
求
に
係
る
期
間

育児休業の初日 ４ 平成

円 ま

で

育児休業の末日、又は、
当該育児休業に係る子
の満１歳の誕生日の前

４ 平成

1

年

年

月 日

月 日

22
※

4

6 13

14 15 16

年 月 日

28 29

35 36

給料の調整額

請 求 金 額 円

請 求 日 数 日

育 児 休 業 の 初 日

間円 で
の満１歳の誕生日の前
日のいずれか早い日

月 日

当該育児休業に
係る子の生年月日

日平成 年 月

給 付 額

平成

円

年

1

年

年

月 日

月 日

22
※

4

6 13

14 15 16

年 月 日

※

28 29

35 36

日

上記のとおり請求します。

公立学校共済組合岡山支部長　殿

育 児 休 業 の 初 日
育 児 休 業 期 間

月

日月平成 年

平成 年

月 日平成 年

住 所

育 児 休 業 の 末 日

1

年

年

月 日

月 日

22
※

4

6 13

14 15 16

年 月 日

※

28 29

35 36

氏 名

日平成 年

２．上記育児休業期間の変更については相違ないことを証明する。

１．上記育児休業期間については相違ないことを証明する。

月

所 属 所 受 付 印

請求者
住 所

1

年

年

月 日

月 日

22
※

職印

4

6 13

14 15 16

年 月 日

※

28 29

35 36

印

支 部 受 付 印

電話番号

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

-（

年

〒 -

日

所 在 地

）

月平成

所属所長職氏名

1

年

年

月 日

月 日

22
※

職印

4

6 13

14 15 16

年 月 日

※

28 29

35 36

印

※欄は記入しないこと。

算にあたっては注意すること。

請求するときは様式中の１歳を１歳６月に読み替えること。

２

１

所属所長職氏名

所 属 所 名

３

育児休業が平成１７年４月１日以降に開始された者については、給付日額に上限が設けられているため、請求金額の計

子が１歳に達した日後においても育児休業をすることが必要として総務省令で定める場合に該当し、支給期間延長分を

1

年

年

月 日

月 日

職印

22
※

職印

4

6 13

14 15 16

年 月 日

※

28 29

35 36

印

請求するときは様式中の１歳を１歳６月に読み替えること。

1

年

年

月 日

月 日

職印

42

22
※

職印

4

6 13

14 15 16

年 月 日

※

28 29

35 36

印



1

　（子が１歳に達した日後においての育児休業を必要とする場合）

　１ 規則第２条の５の３第１号

5

申 出
区 分

１ 育児休業中支給分請求
延 長
要 件

育 児 休 業 手 当 金 請 求 書

( 平成22年3月31日以前に育児休業を開始した者の休業中支給分請求書兼用 ）

給付種別 区分

1

1

4

円

生
ま
れ

所 在 地 △△市○○町○-○ 給 料 月 額

○ ○ ○

経費
区分○ ○ ○ ○

生年月日 ３ 昭和
４ 平成

A

所 属 所 名 △△市立○○学校
性
別

１ 男
２ 女

○
１ 県　　  費
２ 市町村費

○ ○ ○

　１ 規則第２条の５の３第１号
　　２　規則第２条の５の３第２号

組合員氏名 岡山　桃子
組合員証
記号番号

公立
岡山

区 分
１
２

育児休業中支給分請求
育 児 休 業 期 間 変 更

要 件

1

年 月 日

22
※

4

6 13

14 15 16

※記入不要

2
ま

で
2 0 9 1

請
求
に
係
る
期
間

円 育児休業の末日、又は、

当該育児休業に係る子
の満１歳の誕生日の前

４ 平成 ○

○ 級 ○○ 号給
1 1

円

1 0
か

ら
○ 1

252,700 円
育児休業の初日 ４ 平成

給

料

小中 教一 教二 行政 医二

教 職 調 整 額 10,108

現業 市町村費等

所 　在　 地 △△市○○町○-○ 給 料 月 額

1

年

年

月 日

月 日

22
※

4

6 13

14 15 16

年 月 日

28 29

35 36

※記入不要

日年 11 月 10育 児 休 業 の 初 日 平成 ○１

月 13 日

請 求 日 数 220 日 給 付 額 円

で

請 求 金 額 985,820 円
当 該 育 児 休 業 に
係る子の生年月日

平成 ○１ 年 9

給料の調整額 0 円 間
の満１歳の誕生日の前
日 のい ずれ か 早 い 日

1

年

年

月 日

月 日

22
※

4

6 13

14 15 16

年 月 日

※

28 29

35 36

※記入不要

※記入不要

住 所 ○○市○○町○ ○

上記のとおり請求します。

公立学校共済組合岡山支部長　殿

平成 ○１ 年 11 月 1 日

日

育 児 休 業 の 末 日 平成 ○４ 年 3 月 31 日

年 11 月 10
育 児 休 業 期 間

育 児 休 業 の 初 日 平成 ○１

1

年

年

月 日

月 日

22
※

4

6 13

14 15 16

年 月 日

※

28 29

35 36

※記入不要

※記入不要

岡

所 属 所 受 付 印１．上記育児休業期間については相違ないことを証明する。

２．上記育児休業期間の変更については相違ないことを証明する。

平成 ○１ 年 11 月 2

請求者
住 所

日

○○市○○町○－○

氏 名 岡山　桃子

1

年

年

月 日

月 日

22
※

職印

4

6 13

14 15 16

年 月 日

※

28 29

35 36

印

※記入不要

※記入不要

△
△
市

立
○
○

学
校
長

印

岡

山

所属所

受付印

〒 ○ ○ ○ ○ ○○ - ○○○○

所 在 地 △△市○○町○-○

○○○○ ）

2 日 電話番号
○ ○ - ○

平成 ○１ 年 11 月

（

所 属 所 長 職 氏 名 △△市立○○学校長　○○　○○

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。 支 部 受 付 印

1

年

年

月 日

月 日

22
※

職印

4

6 13

14 15 16

年 月 日

※

28 29

35 36

印

※記入不要

※記入不要

△
△
市

立
○
○

学
校
長

印

△
△

立
○

学
校印

岡

山

所属所

受付印

※欄は記入しないこと。

算にあたっては注意すること。

請求するときは様式中の１歳を１歳６月に読み替えること。
３ 子が１歳に達した日後においても育児休業をすることが必要として総務省令で定める場合に該当し、支給期間延長分を

所属所長職氏名 校長　○○　○○

１

２ 育児休業が平成１７年４月１日以降に開始された者については、給付日額に上限が設けられているため、請求金額の計

所 属 所 名 △△市立○○学校

1

年

年

月 日

月 日

職印

22
※

職印

4

6 13

14 15 16

年 月 日

※

28 29

35 36

印

※記入不要

※記入不要

△
△
市

立
○
○

学
校
長

印

△
△
市

立
○
○

学
校
長

印

岡

山

所属所

受付印

請求するときは様式中の１歳を１歳６月に読み替えること。

1

年

年

月 日

月 日

職印

42

22
※

職印

4

6 13

14 15 16

年 月 日

※

28 29

35 36

印

※記入不要

※記入不要

△
△
市

立
○
○

学
校
長

印

△
△
市

立
○
○

学
校
長

印

岡

山

所属所

受付印


